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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第３期

前第１四半期連結
累計(会計)期間

第４期
当第１四半期連結
累計(会計)期間

第３期

会計期間
自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日

自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日

自　平成21年１月１日
至　平成21年12月31日

売上高 (千円) 722,476 691,122 2,488,964

経常利益又は経常損失
（△)

(千円) △123,659 12,447 △601,716

四半期純利益又は四半
期(当期)純損失(△)

(千円) △116,783 16,543 △1,248,416

純資産額 (千円) 3,298,273 2,095,066 2,160,458

総資産額 (千円) 5,827,417 4,163,487 4,450,815

１株当たり純資産額 (円) 282.51 187.64 184.64

１株当たり四半期純利
益金額又は四半期(当
期)純損失金額(△)

(円) △10.11 1.45 △108.09

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ─ ― ─

自己資本比率 (％) 56.0 49.8 47.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △67,458 △345,427 △384,332

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △188,174 △51,484 △27,734

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 330,378 △154,369 33,455

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 3,014,815 2,018,124 2,556,344

従業員数 (名) 261 231 230

(注)１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第３期第１四半期連結累計（会計）期間および第３期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益につ

いては、１株当たり四半期（当期）純損失を計上しているため記載しておりません。

４　第４期第１四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、希薄

化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社に異動はありません。なお、当社の連結子会社の吸収合併に関しては、次項「３ 関

係会社の状況」をご参照ください。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、当社100％子会社であるコンピュータエンジニアリング株式会社及

び株式会社グラフィックプロダクツを平成22年１月１日付で吸収合併し、商号を株式会社Ｃ＆Ｇシステム

ズといたしました。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

　 平成22年３月31日現在

従業員数(名) 231

(注) 従業員数は、就業人員であります。

　

　

(2) 提出会社の状況

　 平成22年３月31日現在

従業員数(名) 212

（注)１  従業員数は、就業人員であります。

２　従業員数が前事業年度末に比べ209名増加しておりますが、これは主に平成22年１月１日付で吸収合併した

100％子会社２社の従業員を承継したためであります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第１四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。

　 事業の種類別セグメントの名称
金額(千円) 前年同四半期比(％)

　 品目

ＣＡＤ／ＣＡＭシステム等 　 　

　 ＣＡＤ／ＣＡＭ製品 222,944 144.3

　 保守契約・技術サービス 381,411 89.6

　 開発サービス 28,904 54.2

　 計 633,260 100.0

金型製造 73,484 70.3

　 合計 706,745 95.8

(注)　金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当第１四半期連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。

事業の種類別セグメントの名称 受注高(千円) 受注残高(千円)

　 品目 　 前年同四半期比(％)　 前年同四半期比(％)

ＣＡＤ／ＣＡＭシステム等 　 　 　 　

　 ＣＡＤ／ＣＡＭ製品 266,447 165.5 26,875 244.6

　 保守契約・技術サービス 352,914 91.5 437,991 84.8

　 開発サービス 35,617 66.8 7,182 ─

　 計 654,978 109.1 472,049 89.5

金型製造 89,959 106.1 172,982 159.4

合計 744,937 108.8 645,032 101.4

(注)　金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。
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(3) 販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。

　 事業の種類別セグメントの名称
金額(千円) 前年同四半期比(％)

　 品目

ＣＡＤ／ＣＡＭシステム等 　 　

　 ＣＡＤ／ＣＡＭ製品 247,171 146.3

　 保守契約・技術サービス 381,411 89.6

　 開発サービス 28,435 53.3

　 計 657,017 101.4

金型製造 34,104 45.7

　 合計 691,122 95.7

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等

及び新たに発生した「事業等のリスク」はありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当第１四半期連結会計期間における財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析は以下

のとおりであります。また、文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グルー

プが判断したものであります。

　

（1）経営成績の分析

第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、新興国を中心とした海外向け製品の生産および輸出

の増加、在庫調整の進展等により、景況感の改善が見られました。また小売販売、新車購入等、個人消費も

改善の動きを見せており、景気回復は個人レベルにまで緩やかに広がりつつあるものの、雇用情勢は引き

続き厳しく、回復を実感しているとは言いがたい状況が続きました。また世界経済につきましては、中国

では持続的な成長が続いており、また欧米においても、ギリシャ等南欧諸国の景気低迷の影響を受けたも

のの、家計、企業共に緩やかな回復を見せました。

当社グループの主要顧客である金型関連業においても、自動車、耐久消費財の販売伸長を受け大企業を

中心に回復の動きを見せ始めました。設備投資の先行指標ともなる工作機械受注統計（日本工作機械工

業会）によれば平成22年３月の受注額は前年の約３.６倍となり、増産に向けた動きが伺えます。ただし

金型生産実績においては平成22年１～２月の累計で前年と比較し８割程度であり（機械統計）、依然と

して低水準で推移しております。

このような状況の下、当社は、平成22年１月１日に主要子会社２社を吸収合併し、事業会社として新た

なスタートを切りました。また平成22年２月19日に公表いたしました中期経営計画に基づき、金型関連

CAD/CAM パッケージ事業を中核に、２社のシナジー創出に努めてまいりました。

これらの結果、当第１四半期連結会計期間における当社グループの経営成績は、売上高６億91百万円

（前年同四半期比95.7％）、営業損失４百万円（前年同四半期は１億25百万円の損失）、経常利益12百万

円（前年同四半期は１億23百万円の損失）、四半期純利益16百万円（前年同四半期は１億16百万円の損

失）となりました。

事業セグメント別の業績は以下のとおりです。

　

（CAD/CAMシステム事業）

CAD/CAMシステム事業においては、合併後の当社製品ブランドへの理解・研究開発への取り組みの紹介

等を目的に「C&Gシステムズ キックオフ・フォーラム」と題してお取引様を対象に全国５箇所でイベン

トを開催、拡販活動に努めました。また旧２社製品の相互販売活動を本格的に開始し、売上として成果が

現れ始めました。

一方、研究開発活動としては、金型用3次元CAMシステム「CAM-TOOL Version6」の開発を進め、「新工具

データベース」として主要工具メーカーの参考切削条件を搭載、加工工程の簡略化を図りました。また金

型用３次元CADシステム「NeoSolid」のオプションとして「樹脂流動解析オプション」を開発、機能範囲

を金型設計者に最適化した簡単な操作を実現いたしました。

これらの結果、CAD/CAMシステム事業の売上高は６億57百万円、営業利益は１億17百万円となりました。

　

(金型製造事業)

北米の自動車産業では雇用増強の動きが強まるなど、生産回復の兆しが見られております。当社グルー

プの金型製造子会社で北米を拠点としておりますTritech International, LLCでは、平成22年２月に大

型案件の売上を予定しておりましたが、４月にずれ込んだことから、同社の収益に大きな影響が出まし

た。

これらの結果、金型製造事業の売上高は34百万円、営業損失は12百万円となりました。
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（2）財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末と比較して２億87百万円減少し、41

億63百万円となりました。主な増加要因は受取手形及び売掛金１億69百万円、主な減少要因は現金及び預

金５億48百万円であります。

当第１四半期連結会計期間末における負債は、前連結会計年度末と比較して２億21百万円減少し、20億

68百万円となりました。主な増加要因は退職給付引当金20百万円、主な減少要因は未払金２億７百万円、

短期借入金44百万円であります。

当第１四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末と比較して65百万円減少し、20億95

百万円となりました。主な減少要因は自己株式の取得79百万円であります。
　

（3）キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」）は、前第１四半期連結会計

期間と比較して９億96百万円減少し、20億18百万円となりました。なお、前連結会計年度末と比較して５

億48百万円減少しております。
　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結会計期間における営業活動による資金は３億45百万円の減少（前年同四半期は67

百万円の減少）となり、前第１四半期連結会計期間と比較して２億77百万円の減少となりました。

主な要因は、税金等調整前当期純利益が１億39百万円増加したものの、売上債権が２億97百万円の増

加及びたな卸資産が24百万円増加したことによるものであります。
　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結会計期間における投資活動による資金は51百万円の減少（前年同四半期は１億88

百万円の減少）となり、前第１四半期連結会計期間と比較して１億36百万円の増加となりました。

主な要因は、定期預金の預入が無くなったことによる増加１億54百万円によるものであります。
　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結会計期間における財務活動による資金は１億54百万円の減少（前年同四半期は３

億30百万円の増加）となり、前第１四半期連結会計期間と比較して４億84百万円の減少となりました。

主な減少要因は長期借入金の増加が無くなったことによる減少４億円及び自己株式の取得による支

出79百万円によるものであります。

　

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要な

変更および新たに生じた課題はありません。

　

（5）研究開発活動

当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は１億48百万円であります。

なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありま

せん。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等に

ついて、重要な変更および重要な設備計画の完了はありません。

また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 48,000,000

計 48,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年５月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 11,982,57911,982,579
大阪証券取引所

（JASDAQ市場）（注）２
単元株式数　100株

計 11,982,57911,982,579 ― ―

(注) １　提出日現在の発行数には、平成22年４月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権等の行使により発

行された株式数は、含まれておりません。

２　第１四半期会計期間末現在の上場金融商品取引所は、ジャスダック証券取引所であります。なお、ジャスダック

証券取引所は、平成22年４月１日付で、大阪証券取引所と合併しておりますので、同日以降の金融商品取引所

は、大阪証券取引所であります。

　

EDINET提出書類

株式会社Ｃ＆Ｇシステムズ(E02120)

四半期報告書

 9/30



(2) 【新株予約権等の状況】

　

平成19年７月２日の株式移転に際し、当社が平成22年１月１日付吸収合併前の連結子会社である㈱グ

ラフィックプロダクツが平成17年３月29日付株主総会決議に基づき発行した新株予約権に代わるものと

して交付した新株予約権

定時株主総会の特別決議日(平成17年３月29日)

　
第１四半期会計期間末現在
(平成22年３月31日)

新株予約権の数(個) 　320(注)１、２

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式　単元株式数100株

新株予約権の目的となる株式の数(株) 　　32,000(注)２

新株予約権の行使時の払込金額(円) 560(注)３

新株予約権の行使期間
平成19年７月２日から
平成23年３月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式
の発行価額及び資本組入額(円)

発行価額　　 560(注)３
資本組入額　 280

新株予約権の行使の条件 ・各新株予約権の一部行使はできないものとする。
・新株予約権者のうち当社の取締役、執行役員、従業
員および当社子会社の取締役は、新株予約権行使時
において、当社または当社子会社の取締役、監査役、
執行役員もしくは従業員としての地位にあること
を要する。ただし、任期満了による退任、定年退職等
取締役会が新株予約権の継続保有を相当と認める
場合はこの限りではない。

・新株予約権者が、権利行使期間の到来後に死亡した
場合には、その相続人は、新株予約権を行使するこ
とができる。

・新株予約権者は、新株予約権の行使に係る払込価額
の年間(１月１日から12月31日)の合計額が1,200万
円を超過することとなる新株予約権の行使はでき
ないものとする。

・その他の新株予約権の行使の条件は、当社と新株予
約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定
めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要す
る。

代用払込みに関する事項
―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事
項

―

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。
２　新株予約権の数および新株予約権の目的となる株式の数は、平成18年２月10日開催の取締役会で決議された、
それぞれ950個および95,000株から失権者の分を減じた数であります。

３　新株予約権発行日後に当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により新株予約権の行使時の払
込金額(以下「行使価額」という。)を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率
また、新株予約権発行日後に、時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式
により行使価額は調整され、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

　
　
調整後
行使価額

 
 
＝

　
　
調整前
行使価額

 
 
×

 
既発行株式数

 
＋

新規発行または
処分株式数

×
１株当たりの払込金額
または譲渡価額

１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行または処分株式数
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(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年１月１日～
平成22年３月31日

─ 11,982,579 ─ 500,000 ─ 125,000

　

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第１四半期会計期間において、平成22年１月１日付吸収合併に

よる影響を除き、大株主の異動は把握しておりません。

平成22年１月１日付吸収合併による大株主の異動は、次のとおりであります。

（合併前）

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社アーク 大阪府大阪市中央区南本町２丁目２-９ 4,853 40.5

株式会社エムワイ企画 福岡県北九州市若松区高須東４丁目13-１ 1,622 13.5

山　口　修　司 福岡県北九州市若松区 574 4.8

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６-６ 459 3.8

アルファホールディングス従業
員持株会

福岡県北九州市八幡西区引野１丁目５-15 446 3.7

株式会社トゥ－ル社 北海道斜里郡清里町字向陽118番地 360 3.0

竹　田　和　平 愛知県名古屋市天白区 156 1.3

柏　木　雅　浩 千葉県白井市 144 1.2

株式会社西日本シティ銀行 福岡県福岡市博多区博多駅前３丁目１-１ 99 0.8

株式会社兼松ケージーケイ 東京都練馬区桜台１丁目１-６ 99 0.8

計 ― 8,815 73.6
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（合併後）

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社アーク 大阪府大阪市中央区南本町２丁目２-９ 4,853 40.5

株式会社エムワイ企画 福岡県北九州市若松区高須東４丁目13-１ 1,622 13.5

山　口　修　司 福岡県北九州市若松区 574 4.8

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６-６ 459 3.8

Ｃ＆Ｇシステムズ従業員持株会 福岡県北九州市八幡西区引野１丁目５-15 446 3.7

竹　田　和　平 愛知県名古屋市天白区 156 1.3

株式会社西日本シティ銀行 福岡県福岡市博多区博多駅前３丁目１-１ 99 0.8

株式会社兼松ケージーケイ 東京都練馬区桜台１丁目１-６ 99 0.8

ROYAL BANK OF CANADA　(CHANNEL
ISLAND) LIMITED-REG ACCOUNT

P.O.BOX 48 CANADA COURT, ST PETER PORT
GUERNSEY, CHANNEL ISLAND GYI 3BQ

96 0.8

小　伏　間　次　生 福岡県大野城市 94 0.8

計 ― 8,501 70.9

　

なお、当第１四半期会計期間において、会社法第155条第13号ならびに会社法施行規則第27条第5号の

規定に基づき、自己株式を504,600株取得したことにより、平成22年３月31日現在、次のとおり自己株式

を保有しております。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

(株)
株券等保有割合

(％)

株式会社Ｃ＆Ｇシステムズ 東京都渋谷区恵比寿１丁目19－15 937,062 7.8

　

(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の確認ができず、記載するこ

とができませんので、直前の基準日である平成21年12月31日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成21年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 　　432,400

―
株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式　11,548,700 115,487 同上

単元未満株式 普通株式　 　　1,479 ― １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 11,982,579 ― ―

総株主の議決権 ― 115,487 ―

(注)１　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が100株（議決権１個）含まれ

ております。

２　単元未満株式数には当社所有の自己株式62株が含まれております。
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② 【自己株式等】

　 　 平成21年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
アルファホールディングス
株式会社

東京都渋谷区恵比寿
１丁目19-15

432,400 ─ 432,400 3.6

計 ― 432,400 ─ 432,400 3.6

(注）１　平成22年３月４日に自己株式を504,600株取得しております。それにより当第１四半期連結会計期間末におけ

る自己名義所有株式数及び発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、それぞれ937,000株、7.8％となって

おります。

２　当社は平成22年１月１日付で名称を「株式会社Ｃ＆Ｇシステムズ」に変更しております。

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成22年１月 ２月 ３月

最高(円) 130 125 121

最低(円) 119 113 111

(注)　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所における株価を記載しております。なお、ジャスダック証券取引所は

平成22年４月1日付で大阪証券取引所と合併しております。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

前第１四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の四半期連結財

務諸表規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）及び当

第１四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸

表規則に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成21年１月

１日から平成21年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表については新日本有限責任監査法人による四

半期レビューを受け、また、当第１四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）及

び当第１四半期連結累計期間(平成22年１月１日から平成22年３月31日まで)に係る四半期連結財務諸表に

ついては有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。

第３期連結会計年度 新日本有限責任監査法人

第４期第１四半期連結累計期間 有限責任監査法人トーマツ
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,234,370 1,782,748

受取手形及び売掛金 ※１
 515,177

※１
 345,196

有価証券 823,754 823,596

たな卸資産 ※２
 80,225

※２
 47,110

その他 207,420 217,327

貸倒引当金 △35,399 △35,289

流動資産合計 2,825,548 3,180,689

固定資産

有形固定資産 ※３
 301,136

※３
 274,303

無形固定資産

ソフトウエア 16,189 17,797

その他 7,508 7,508

無形固定資産合計 23,697 25,305

投資その他の資産

投資不動産（純額） ※４
 495,802

※４
 500,057

その他 517,766 470,936

貸倒引当金 △464 △477

投資その他の資産合計 1,013,104 970,517

固定資産合計 1,337,939 1,270,126

資産合計 4,163,487 4,450,815

負債の部

流動負債

買掛金 63,984 49,784

短期借入金 465,622 509,690

未払法人税等 3,532 14,412

賞与引当金 17,062 －

前受金 570,050 567,284

その他 99,464 328,718

流動負債合計 1,219,716 1,469,889

固定負債

長期借入金 314,090 341,600

退職給付引当金 345,883 325,125

役員退職慰労引当金 71,732 70,358

債務保証損失引当金 19,906 21,295

その他 97,092 62,088

固定負債合計 848,704 820,467

負債合計 2,068,420 2,290,357
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 500,000 500,000

資本剰余金 2,166,441 2,166,441

利益剰余金 △372,840 △389,383

自己株式 △208,954 △129,227

株主資本合計 2,084,646 2,147,830

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △1,232 △2,223

為替換算調整勘定 △10,807 △12,998

評価・換算差額等合計 △12,039 △15,222

少数株主持分 22,459 27,850

純資産合計 2,095,066 2,160,458

負債純資産合計 4,163,487 4,450,815
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年３月31日)

売上高 722,476 691,122

売上原価 204,217 204,634

売上総利益 518,258 486,487

販売費及び一般管理費 ※１
 643,777

※１
 490,772

営業損失（△） △125,519 △4,285

営業外収益

受取利息 977 1,611

受取配当金 710 710

不動産賃貸料 23,693 23,292

その他 1,422 11,348

営業外収益合計 26,803 36,962

営業外費用

支払利息 3,382 2,960

不動産賃貸費用 20,334 17,269

その他 1,226 －

営業外費用合計 24,943 20,230

経常利益又は経常損失（△） △123,659 12,447

特別利益

固定資産売却益 － 1,341

債務保証損失引当金戻入額 1,388 1,388

特別利益合計 1,388 2,729

特別損失

固定資産売却損 1,701 －

固定資産除却損 234 －

特別損失合計 1,935 －

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△124,206 15,177

法人税、住民税及び事業税 6,909 3,419

法人税等調整額 △17,598 1,473

法人税等合計 △10,688 4,893

少数株主利益又は少数株主損失（△） 3,265 △6,259

四半期純利益又は四半期純損失（△） △116,783 16,543
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△124,206 15,177

減価償却費 17,449 15,602

のれん償却額 2,812 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 16,174 96

賞与引当金の増減額（△は減少） 35,307 17,062

退職給付引当金の増減額（△は減少） 10,238 20,741

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 1,128 1,374

債務保証損失引当金の増減額（△は減少） △1,388 △1,388

受取利息及び受取配当金 △1,687 △2,321

支払利息 3,382 2,960

受取賃貸料 － △23,292

その他の営業外損益（△は益） － 13,568

有形固定資産売却損益（△は益） － △1,341

売上債権の増減額（△は増加） 128,076 △169,143

たな卸資産の増減額（△は増加） △7,938 △32,730

仕入債務の増減額（△は減少） △20,875 13,101

前受金の増減額（△は減少） △14,358 12,833

未払金の増減額（△は減少） － △207,724

その他 △93,401 △15,791

小計 △49,286 △341,217

利息及び配当金の受取額 1,296 2,410

利息の支払額 △4,220 △3,896

賃貸料の受取額 － 23,292

法人税等の支払額 △15,247 △9,507

その他 － △16,509

営業活動によるキャッシュ・フロー △67,458 △345,427

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △154,504 －

定期預金の払戻による収入 12,000 －

有形固定資産の取得による支出 △458 △4,560

有形固定資産の売却による収入 714 1,341

無形固定資産の取得による支出 △10,333 △849

投資有価証券の売却による収入 756 756

長期貸付金の回収による収入 661 1,236

敷金及び保証金の差入による支出 △1,591 △15,635

敷金及び保証金の回収による収入 150 588

保険積立金の積立による支出 △35,567 △34,362

投資活動によるキャッシュ・フロー △188,174 △51,484
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（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の増減額（△は減少） 48,406 △20,000

長期借入れによる収入 400,000 －

長期借入金の返済による支出 △63,516 △51,578

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △1,575 △2,681

自己株式の取得による支出 － △79,726

配当金の支払額 △48,113 △172

少数株主への配当金の支払額 △4,823 △210

財務活動によるキャッシュ・フロー 330,378 △154,369

現金及び現金同等物に係る換算差額 10,813 3,062

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 85,558 △548,220

現金及び現金同等物の期首残高 2,929,257 2,566,344

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 3,014,815

※１
 2,018,124
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第１四半期連結会計期間
(自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日)

連結の範囲に関する事項の変更

(1) 連結の範囲の変更
 平成22年１月１日付で当社が連結子会社２社を吸収合併したことに伴い、連結子会社の数は２社減少してお

ります。

(2) 変更後の連結子会社の数

５社

　

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
(自  平成22年１月１日  至  平成22年３月31日)

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

1. 前第１四半期連結累計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の小計「その他」に含めていた

「未払金の増減額(△は減少)」は重要性が増加したため、当第１四半期連結累計期間から区分掲記することとし

ております。なお、前第１四半期連結累計期間の「営業活動によるキャッシュ・フロー」の小計「その他」に含

まれる「未払金の増減額（△は減少）」は△26,243千円であります。

2. 前第１四半期連結累計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の小計「その他」に含めていた

不動産賃貸に係る収入「賃貸料の受取額」及び同支出「その他」は、キャッシュ・フローの状況をより適切に表

示するため、当第１四半期連結累計期間から小計以下に区分掲記することとしております。なお、前第１四半期連

結累計期間の「営業活動によるキャッシュ・フロー」の小計「その他」に含まれる「賃貸料の受取額」及び

「その他」は、それぞれ23,292千円、△16,509千円であります。

　

【追加情報】

当第１四半期連結会計期間
(自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日)

(賞与引当金)
 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

なお、連結会計年度末においては、支給対象期間に対応する賞与は、連結会計年度末に支給されることとなって

いるため、賞与引当金は発生いたしません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年３月31日)

前連結会計年度末
(平成21年12月31日)

※１　　　 　　　――――――――

 
 
 
 
 
 
 
 

※２　たな卸資産の内訳

商品及び製品 4,402千円

仕掛品 67,957千円

原材料及び貯蔵品 7,866千円
 

※３　有形固定資産の減価償却累計額

 157,932千円

 

※４　投資不動産の減価償却累計額

 193,134千円

 

※１　連結会計年度末日満期手形は手形交換日をもって

決済処理をしております。なお、当連結会計年度

の末日は金融機関が休日のため、次のとおり連結

会計年度末日満期手形が当連結会計年度末残高

に含まれております。

受取手形 3,339千円
 

※２　たな卸資産の内訳

商品及び製品 10,698千円

仕掛品 33,163千円

原材料及び貯蔵品 3,247千円
 

※３　有形固定資産の減価償却累計額

151,674千円

 

※４　投資不動産の減価償却累計額

188,879千円

 

　

(四半期連結損益計算書関係)

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

貸倒引当金繰入額 16,174千円

給与手当 170,140千円

賞与引当金繰入額 19,918千円

役員退職慰労引当金繰入額 1,128千円

退職給付費用 13,450千円

研究開発費 158,140千円

のれん償却額 2,812千円
 

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

貸倒引当金繰入額 96千円

給与手当 118,950千円

賞与引当金繰入額 6,501千円

役員退職慰労引当金繰入額 2,049千円

退職給付費用 9,080千円

研究開発費 148,433千円
 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
至　平成22年３月31日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関

係

現金及び預金 2,369,408千円

現金同等物に含める有価証券 833,918千円

計 3,203,326千円

預入期間３か月超の定期預金 △188,510千円

現金及び現金同等物 3,014,815千円
 

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関

係

現金及び預金 1,234,370千円

現金同等物に含める有価証券 823,754千円

計 2,058,124千円

預入期間３か月超の定期預金 △40,000千円

現金及び現金同等物 2,018,124千円
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(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計期間末（平成22年３月31日）及び当第１四半期連結累計期間(自　平成22年１月１日

　至　平成22年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 11,982,579

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 937,062

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額
　　　　該当事項はありません。

　

　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

当第１四半期連結会計期間(自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日)

(共通支配下の取引等)

１　結合当事企業及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を含む取

引の概要

　(1) 結合当事企業の名称及びその事業の内容

コンピュータエンジニアリング株式会社 FA分野におけるソフトウェア・ハードウェアの開発・販売

株式会社グラフィックプロダクツ 金型設計製造システムの開発・販売・サポート

　(2) 企業結合の法的形式

当社を存続会社とする吸収合併方式

　(3) 結合後企業の名称

株式会社Ｃ＆Ｇシステムズ（当社）

　(4) 取引の目的を含む取引の概要

当社に経営資源を集約し、経営の効率化や競争力の強化による更なる収益力向上を図ることを目的

としております。

　

２　実施した会計処理の概要

「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成15年10月31日）及び「企業結合会計基準及び

事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準委員会　企業会計基準適用指針第10号　平成19

年11月15日公表分）に基づき、共通支配下の取引として会計処理を行っております。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日)

　
CAD/CAM
システム等
（千円）

金型製造
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
対する売上高

647,775 74,700 722,476 ─ 722,476

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

─ ─ ─ ─ ─

計 647,775 74,700 722,476 ─ 722,476

営業利益又は
営業損失(△)

△109,578 5,140 △104,437（21,081)△125,519

(注) １　事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各区分に属する主な製品

(1) CAD/CAMシステム等………………CAD/CAM製品、保守契約サービス、開発サービス

(2) 金型製造 …………………………金型製造請負事業

　

当第１四半期連結累計期間(自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日)

　
CAD/CAM
システム等
（千円）

金型製造
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
対する売上高

657,017 34,104 691,122 ─ 691,122

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

─ ─ ─ ─ ─

計 657,018 34,104 691,122 ─ 691,122

営業利益又は
営業損失(△)

117,219△12,989 104,229(108,514)△4,285

(注) １　事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各区分に属する主な製品

(1) CAD/CAMシステム等………………CAD/CAM製品、保守契約サービス、開発サービス

(2) 金型製造 …………………………金型製造請負事業
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【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日)

　
日本
（千円）

北米
（千円）

アジア
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
対する売上高

609,65585,118 27,702722,476 ─ 722,476

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

18,823 ─ ─ 18,823(18,823) ─

計 628,47985,118 27,702741,300(18,823)722,476

営業利益又は
営業損失(△)

△109,390 2,756 2,196△104,437(21,081)△125,519

(注) １　地域は地理的近接度によっております。

２　各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。

北　米……米国、カナダ

アジア……タイ

　

当第１四半期連結累計期間(自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日)

　
日本
（千円）

北米
（千円）

アジア
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
対する売上高

622,51855,478 13,126691,122 ─ 691,122

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

13,673 ─ ─ 13,673(13,673) ─

計 636,19255,478 13,126704,796(13,673)691,122

営業利益又は
営業損失(△)

122,780△15,461△3,089 104,229(108,514)△4,285

(注) １　地域は地理的近接度によっております。

２　各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。

北　米……米国、カナダ

アジア……タイ
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【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間(自　平成21年１月１日　至　平成21年３月31日)

　 北米 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 85,418 63,780 270 149,468

Ⅱ　連結売上高(千円) ─ ─ ─ 722,476

Ⅲ　連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

11.8 8.8 0.0 20.7

(注) １　国又は地域の区分は、所在地別セグメント情報（注）１に同じであります。

２　各区分に属する地域の主な内訳は次のとおりであります。

北　米……米国、カナダ

アジア……タイ、中国、韓国

その他……チェコ

３　海外売上高は、連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高の合計額（但し連結会社間の内部売上高

は除く）であります。

　

当第１四半期連結累計期間(自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日)

　 北米 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 55,778 70,159 339 126,276

Ⅱ　連結売上高(千円) ─ ─ ─ 691,122

Ⅲ　連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

8.1 10.2 0.0 18.3

(注) １　国又は地域の区分は、所在地別セグメント情報（注）１に同じであります。

２　各区分に属する地域の主な内訳は次のとおりであります。

北　米……米国、カナダ

アジア……タイ、中国、韓国

その他……チェコ

３　海外売上高は、連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高の合計額（但し連結会社間の内部売上高

は除く）であります。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成22年３月31日)

前連結会計年度末
(平成21年12月31日)

　 　

１株当たり純資産額 187.64円
　

　 　

１株当たり純資産額 184.64円
　

　

２　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額

　
前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年３月31日)

１株当たり四半期純損失金額(△) △10.11円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、１株当たり四半期純損失金額を計上している
ため記載しておりません。

　

１株当たり四半期純利益金額 1.45円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しな
いため記載しておりません。

(注)　１株当たり四半期純利益金額及び1株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎

　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
至　平成21年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年３月31日)

四半期純利益又は四半期純損失(△)(千円) △116,783 16,543

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ―

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
(△)(千円)

△116,783 16,543

普通株式の期中平均株式数(千株) 11,550 11,393

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった
潜在株式について前連結会計年度末から重要な変
動がある場合の概要

─ ―

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年５月14日

アルファホールディングス株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　鈴　木　一　宏　　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　藤　原　道　夫　　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　齊　藤　直　人　　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアル

ファホールディングス株式会社の平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第１四半期

連結累計期間(平成21年１月１日から平成21年３月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連

結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを

行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、アルファホールディングス株式会社及び連結

子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成22年５月１日

株式会社Ｃ＆Ｇシステムズ

取締役会　御中

　

有限責任監査法人トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　小　渕　輝　生　　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　川　畑　秀　二　　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社Ｃ＆Ｇシステムズの平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計

期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間(平成22年１月１日から

平成22年３月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書

及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社Ｃ＆Ｇシステムズ及び連結子会社の

平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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